
証券コード 3237
2026年６月８日

（電子提供措置の開始日 2026年６月１日）

株 主 各 位
東京都渋谷区道玄坂一丁目16番５号

株 式 会 社 イ ン ト ラ ン ス
代表取締役社長 何 同 璽

第28回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第28回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト

https://intrance.jp/ir/ir-arc/irevent/agm/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、当社名又は証券コードを入力・検

索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択の上、ご確認ください。）

なお、当日ご出席されない場合は、書面又はインターネットにより議決権を行使す

ることができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類を

ご検討のうえ、2026年６月22日(月曜日)午後６時までに書面またはインターネットに

より事前に議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

［インターネットによる議決権行使の場合］

スマートフォン等で議決権を行使する場合は、同封の議決権行使書用紙の右下に

記載されたログインＱＲコードを読み取り、アプリケーションを起動した上、画面

の案内にしたがって、議案に対する賛否をご入力ください。

パソコン等で議決権を行使する場合は、当社指定の議決権行使ウェブサイト

（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアクセスしていただき、同封の議決権行使

書用紙に表示された議決権行使コード及びパスワードをご入力のうえ、画面の案内

にしたがって、議案に対する賛否をご入力ください。
（※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

［郵送による議決権行使の場合］

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入のうえ、上記の行使期限ま

でにご到着するようご返送ください。

敬 具
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記

１. 日 時 2026年６月23日(火曜日) 午前10時

２. 場 所 東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号 渋谷ソラスタ４階
渋谷ソラスタコンファレンス
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。)

３. 目的事項
報告事項 １．第28期(2025年４月１日から2026年３月31日まで)

事業報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監
査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第28期(2025年４月１日から2026年３月31日まで)
計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 取締役４名選任の件

４. 招集にあたっての決定事項
◎代理人による議決権行使
代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名
を代理人として株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権
を証明する書面のご提出が必要となりますので、ご了承ください。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示
をされたものとして取り扱わせていただきます。

◎書面とインターネット（「スマート行使」を含む。）により二重に議決権を行
使された場合は、インターネット（「スマート行使」を含む。）によるものを
有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。なお、インターネット
（「スマート行使」を含む。）により議決権を複数回行使された場合は、最後に
行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

以 上
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。
なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修

正内容を掲載させていただきます。
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事 業 報 告

( 2025年４月１日から )2026年３月31日まで

１. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度（2025年４月１日～2026年３月31日）におけるわが国経済は、

雇用・所得環境の改善が続く中、景気は緩やかに回復しました。一方、米国の通

商政策の影響による景気下振れ懸念に加え、原材料・エネルギー価格の高騰や物

価上昇の継続が個人消費に及ぼす影響も、わが国の景気を下押しする要因となっ

ており、依然として先行きは不透明な状況が続いています。

こうした中、当社グループが属する不動産業界においては、継続する低金利環

境や円安等を背景に、海外投資家の国内不動産に対する注目度は高く、供給・需

要とも継続して堅調に推移しているものの、土地価格及び建設工事費等の原価高

騰による不動産価格の高額化等、引き続き注意を要する状況にあります。

また、当社が注力するホテル運営業界では、日中関係の影響による中国人観光

客の訪日観光客数の減少等、先々の懸念はあるものの、その他の地域からの訪日

旅行者数は順調に推移しており、今後も期待できるものと考えております。

このような状況の下、当社グループでは、創業以来の不動産事業に加え、新た

な事業領域でありますホテル運営事業の取り組みを加速させ、事業領域の拡大と

企業価値の向上を目指してまいりました。

当社グループの目指す事業モデルは、不動産事業を安定収益とし、ホテル運営

事業において高い成長を目指すというものであり、「都市型アパートメントホテル

開発」と「地方創生ホテル投資」の推進によるホテル運営収益の拡大を基本戦略

としています。

上記により、不動産事業においては、プロパティマネジメント事業の他、より

短期間で収益の確保が期待できるインバウンド向け宿泊施設の開発・売却や、宿

泊施設の不動産売買等へ注力してまいりました。

また、ホテル運営事業においては、既存ホテルの運営の他、新規開発ホテルの

運営を行うことを目的とした都市型アパートメントホテルの運営権の確保、及び

リゾートホテルや旅館の運営権を確保するための活動に注力してまいりました。

その他、その他事業として、連結子会社である瀛創（上海）商務咨洵有限公司

（以下、「イントランス上海」といいます。）において、当社グループのホテルを含

めたインバウンド送客を推進し、併せて、連結子会社であるジャパンホテルイン

ベストメント株式会社を中心として、ホテル施設への投資のためのファンド組

成・運営を目指して資金調達の活動へ注力してまいりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は1,073,740千円（前年同期比30.1％増)、
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営業損失は417,123千円（前年同期は営業損失352,518千円)、経常損失は499,148

千円（前年同期は経常損失429,247千円)、親会社株主に帰属する当期純損失は

501,362千円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失432,377千円)となりま

した。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（不動産事業）

不動産事業につきましては、当連結会計年度において、主にプロパティマネジ

メント事業、宿泊施設の転売、戸建宿泊施設の開発・販売に注力し、売上高は

378,773千円（前年同期比55.4％増）、セグメント利益（営業利益）は38,462千円

（前年同期比6.3％減）となりました。

（ホテル運営事業）

ホテル運営事業につきましては、当連結会計年度において、既存ホテルの運営

を行った他、新規開発及び既存ホテル・旅館の運営権確保に注力してまいりまし

たが、新たな運営権の確保には至らず、売上高は694,732千円（前年同期比19.5％

増）、セグメント損失（営業損失）は61,789千円（前年同期は営業損失60,705千

円）となりました。

（その他）

その他事業につきましては、当連結会計年度において、中華圏からの国内イン

バウンド送客を担う連結子会社のイントランス上海における国内インバウンド送

客事業を推進しましたが、グループ内ホテルへの送客に留まったため、収益は限

定的となりました。

なお、イントランス上海につきましては、同社の運営コストと業務効率性を重

視し、2026年４月８日付当社取締役会で解散及び清算を決議しました。

併せてジャパンホテルインベストメント株式会社を中心としたホテル投資事業

へのファンド組成等を目的とした投資家確保に向けた取り組みを進めましたが、

大きな進展はなく、当該事業において、売上高は234千円（前年同期は106千円）、

セグメント損失（営業損失）は23,547千円（前年同期は営業損失25,487千円）と

なりました。

(2) 設備投資の状況

該当事項はありません。

(3) 資金調達の状況

2025年５月９日付、第１回無担保保証付普通社債の発行による払込により、
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260,000千円を調達いたしました。

また、2026年２月９日付、第２回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第10

回新株予約権の発行による払込により、1,303,868千円を調達いたしました。

なお、第１回無担保保証付普通社債につきましては、2026年４月14日付で償還

を完了しております。

(4) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

当社グループは、当連結会計年度において、瀛創（上海）商務咨洵有限公司へ

10万米ドルの追加出資を実施いたしました。その内訳は、当社単独による出資で

あり、合計16百万円であります。

(5) 対処すべき課題

① 財務基盤の強化

当社グループでは、不動産事業、ホテル運営事業の推進において、機動的か

つ多額な資金が必要であります。このため、安定的な財務基盤の確保が必要で

あり、当社グループの成長に必要な資金調達の確保に努めてまいります。

② ホテル運営事業の成長と収益化

当社グループでは、注力するホテル運営事業の成長と収益化のため、ホテル

施設運営、ホテル運営受託、ホテル運営アドバイザリー、そしてホテル投資フ

ァンド等、多様な収益機会の確保及び規模の拡大が必要と考えております。こ

のため、当社グループにおける事業間の連携を高め、成長に向けた取り組みに

努めてまいります。

③ 人材の確保

当社グループでは、ホテル運営事業において高い成長を目指しており、この

ためには施設運営における人材及び事業開発のための人材確保が必要でありま

す。また、関係会社の増加により、当社グループの管理部門の強化も必要であ

り、これら人材の確保に努めてまいります。

④ 継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、当連結会計年度において４期連続で重要な営業損失、経常

損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上し、また重要なマイナスの営

業キャッシュ・フローを計上しております。

2026年２月９日付で転換社債型新株予約権付社債や新株予約権の発行による

現預金の払込みがあり、当連結会計年度末で保有する現金及び預金は1,504百万

円となっておりますが、これら転換社債型新株予約権付社債の株式転換及び新

株予約権の権利行使がされていないことから、引き続き継続企業の前提に重要

な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社グループでは、当該状況を解消すべく、次の対応策を進めております。
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ａ．事業の収益構造の改善

当社グループの目指す事業モデルは、不動産事業を安定収益とし、ホテル運営

事業において高い成長を目指すというものであり、「都市型アパートメントホテル

開発」と「地方創生ホテル投資」の推進によるホテル運営収益の拡大を基本戦略

としています。

しかしながら、新規開発ホテルの運営を行うことを目的とし、数年後に大きな

将来収益が期待できるアパートメントホテルの運営権の確保に係る活動において

は一定の成果がでておりますが、既存のリゾートホテルや旅館の運営権の新たな

獲得は現時点で至っておらず、また、短中期における安定的な収益基盤として捉

えている不動産事業においても、戸建宿泊施設の開発及び販売において一部成果

は出ていますが、遅れが生じております。

このため、当社グループでは、各事業の収益改善策として次の施策に取り組ん

でおります。

（不動産事業）

不動産事業においては、安定事業であるプロパティマネジメントにおける収益

増加を目指す一方、短中期での高収益が期待できる宿泊施設の転売、戸建宿泊施

設の開発・販売へ注力してまいります。また、不動産事業における人材リソース

を、これら施策へシフトさせ、かつ不動産人材の新たな獲得等により、不動産事

業の収益力を高めて、収益基盤の強化を進めてまいります。

（ホテル運営事業）

ホテル運営事業においては、当社グループのホテル運営会社である株式会社イ

ントランスホテルズアンドリゾーツを中心として、ホテルの運営権の確保、運営

受託、コンサルティングの案件取得に注力し、取引数を増加してまいります。ま

た、ホテル運営や開発に精通する人材を獲得し、ホテル運営事業の規模拡大を目

指し、収益を最大化してまいります。

（その他事業）

従来から進めてまいりました、インバウンド送客事業については、当社グルー

プ会社であるイントランス上海を中心に進めてまいりましたが、同社の運営コス

トと業務効率性を重視し、2026年４月８日付取締役会で同社の解散及び清算を決

議しました。

これにより、インバウンド送客事業の今後につきましては、固定費用の負担を

軽減する形で、外部企業との連携により推進し、継続してまいります。

また、投資事業においては、当社グループ会社であるジャパンホテルインベス
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トメント株式会社及びホスピタリティインベストメント合同会社のマネジメント

により、当社の主事業である不動産事業及びホテル運営事業に係る資金調達活動

へ注力し、当社グループの事業が円滑に行われるためのサポートを行ってまいり

ます。

その他、当社グループでは、主事業である不動産事業、ホテル運営事業の業務

拡大を目指すため、相乗効果を期待できる事業への投資を、Ｍ＆Ａ、合弁及び業

務提携といった手法により強化し、当社グループの収益拡大を進めてまいります。

ｂ．費用構造の改善

当連結会計年度末においては役員報酬削減を実施しましたが、今後につきまし

ては外部委託業務の見直しをはじめ、労働生産性の向上を図るための様々な施策

を検討・実施します。また、事業に係る原価見直しや販売費及び一般管理費の抑

制を図り、費用構造の改善を推進してまいります。

ｃ．資金調達

2026年１月22日の取締役会において、ＺＵＵターゲットファンド for ＩＮＴ投

資事業有限責任組合を引受先とする転換社債型新株予約権付社債及びＥＴモバイ

ルジャパン株式会社を引受先とする新株予約権の発行を決議し、同年２月９日に

転換社債型新株予約権付社債の発行額である1,297百万円及び新株予約権の発行額

である６百万円、合わせて1,303百万円を調達いたしました。

その他、今後につきましては、早期に業績を回復させることにより、転換社債

型新株予約権付社債の株式転換や新株予約権の権利行使がされやすい環境を整え、

自己資本の充実を目指します。また、与信を高めることにより、金融機関からの

借入が実施可能な経営状態を目指し、キャッシュポジションの強化を進めてまい

ります。

これらの対応策により、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められな

いものと判断しております。
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(6) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第25期

(2022年度)
第26期

(2023年度)
第27期

(2024年度)

第28期
(当連結会計年度)

(2025年度)

売 上 高 (千円) 598,187 1,292,217 825,023 1,073,740

経 常 損 失 （△） (千円) △471,007 △162,432 △429,247 △499,148

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （△）

(千円) △493,412 △139,905 △432,377 △501,362

１株当たり当期純損失（△） (円) △13.31 △3.74 △9.37 △10.78

総 資 産 (千円) 1,181,012 1,158,001 1,059,346 2,147,109

純 資 産 (千円) 692,706 860,453 735,729 238,643

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 17.90 19.68 15.16 4.33

② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第25期

(2022年度)
第26期

(2023年度)
第27期

(2024年度)

第28期
(当事業年度)
(2025年度)

売 上 高 (千円) 274,949 755,668 253,871 387,567

経 常 損 失 （△） (千円) △470,576 △126,962 △438,795 △503,196

当 期 純 損 失 （△） (千円) △492,851 △150,520 △439,788 △504,248

１株当たり当期純損失（△） (円) △13.29 △4.03 △9.53 △10.85

総 資 産 (千円) 1,049,352 1,088,820 975,866 2,074,794

純 資 産 (千円) 693,001 853,360 726,763 228,943

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 17.90 19.51 14.97 4.12

(7) 重要な親会社等及び子会社の状況

① 親会社等の状況

(ⅰ)親会社等との関係

当期の期初において、当社の「その他の関係会社及び主要株主である筆頭株

主」でありました合同会社インバウンドインベストメント（以下、「インバウン

ド社」という。）は、2025年７月28日付で当社株式を一部譲渡したことで、当社

株式の議決権の低下により、主要株主である筆頭株主に該当しなくなりました。

また、2025年12月25日付で、インバウンド社の当社株式の保有比率のさらな

る減少により、主要株主及びその他の関係会社に該当しなくなりました。

さらに、2026年３月31日時点でインバウンド社は当社株式を一切有しており

ません。

なお、人的関係として、インバウンド社の職務執行者及びその親会社である

ＥＴモバイルジャパン株式会社の代表者である何同璽氏が当社の代表取締役を
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務めております。

上記の内容は、当事業年度末日現在で記載しております。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社イントランスホテルズアンドリゾーツ 50,000千円 100％ ホテル運営事業

瀛創（上海）商務咨洵有限公司 132万米ドル 100％ その他事業

ＹＵＭＩＨＡ沖縄合同会社 100千円 100％ ホテル運営事業

京都ホテルオペレーションズ合同会社 100千円 100％ ホテル運営事業

(8) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

区 分 事 業 内 容

不 動 産 事 業
自己勘定による不動産購入及び売却、不動産運営による賃料収
入、不動産管理による管理収入、不動産仲介による手数料収入等

ホ テ ル 運 営 事 業
宿泊施設等の運営及び運営受託、宿泊施設等の運営アドバイザリー
等

そ の 他 事 業
瀛創（上海）商務咨洵有限公司における中国からの国内インバウン
ド送客事業等

(9) 主要な営業所（2026年３月31日現在）

① 当 社 本社：東京都渋谷区

② 子会社

株式会社イントランスホテルズアンドリゾーツ 本社：東京都渋谷区

瀛創（上海）商務咨洵有限公司 本社：中国上海市

ＹＵＭＩＨＡ沖縄合同会社 本社：沖縄県国頭郡恩納村

京都ホテルオペレーションズ合同会社 本社：京都府京都市中京区

(10) 従業員の状況（2026年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

48名 1名増

② 当社の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

男 性 4名 △3名 49.0歳 9.6年

女 性 7名 △1名 43.9歳 4.3年

合計又は平均 11名 △4名 45.7歳 6.2年
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(11) 主要な借入先（2026年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

日 本 政 策 金 融 公 庫 1,020千円

(12) その他の企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

２. 会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 115,200,000株

(2) 発行済株式の総数 46,492,384株 (自己株式60,400株を除く)

(3) 株主数 19,528名

(4) 大株主(上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

デ ィ ラ イ ト ワ ー ク ス 株 式 会 社 6,660,000株 14.32％

ＳＣＢＨＫ Ａ／Ｃ ＧＦ ＳＥＣ ＣＬＩＥＮＴ Ａ／Ｃ １ 3,836,384株 8.25％

BNP Paribas London Branch for Prime
Brokerage Clearance ACC for third party 1,800,000株 3.87％

ＷＯＲＬＤ ＩＮＶＥＳＴＭＥＮＴ ＬＩＭＩＴＥＤ 1,555,400株 3.35％

楽 天 証 券 株 式 会 社 1,076,200株 2.31％

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ ＢＲＯＫＥＲＳ ＬＬＣ 838,700株 1.80％

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 794,296株 1.71％

株式会社ファインドスターグループ 660,000株 1.42％

前 田 喜 美 子 522,000株 1.12％

祢 津 聖 一 380,000株 0.82％

(注）持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

該当事項はありません。

(6) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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３. 会社の新株予約権等に関する事項
当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

（第４回新株予約権）

取締役
（社外取締役を除く）

社外取締役

発行決議日 2019年９月11日

保有者数 ２名 １名

新株予約権の数 1,200個 400個

目的である株式の種類及び数 普通株式 120,000株 普通株式 40,000株

新株予約権の払込金額 払込要しない

新株予約権の行使価額 １株につき134円

新株予約権の行使期間 2021年９月12日から2026年９月11日

新株予約権の行使の条件 （注）

（注）新株予約権の行使の条件

１．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社、当社子会社、又は当社関連会

社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位を有していることを要する。但し、任期

満了による退任、定年又は会社都合による退職、その他取締役会が正当な理由があると認

めた場合にはこの限りではない。

２．新株予約権の権利行使期間の満了日前に新株予約権者が死亡した場合は、相続人のうち１

名に限り新株予約権を承継することができる。ただし、再承継はできない。

３．新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数

を超過することとなるときは、当該新株予約権の行使を行うことはできない。

４．新株予約権の一部行使はできないものとする。

（第６回新株予約権）

取締役
（社外取締役を除く）

社外取締役

発行決議日 2022年４月13日

保有者数 １名 ２名

新株予約権の数 1,500個 1,600個

目的である株式の種類及び数 普通株式 150,000株 普通株式 160,000株

新株予約権の払込金額 45円／個 払込金額の合計 243,000円

新株予約権の行使価額 １株につき70円

新株予約権の行使期間 2023年４月13日から2031年４月12日

新株予約権の行使の条件 （注）
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（注）新株予約権の行使の条件

１．譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。

２．本新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に1株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てるものとする。

３．その他の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者の間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

（第９回新株予約権）

取締役
（社外取締役を除く）

社外取締役

発行決議日 2025年２月25日

保有者数 ２名 ２名

新株予約権の数 7,000個 2,000個

目的である株式の種類及び数 普通株式 700,000株 普通株式 200,000株

新株予約権の払込金額 100円／個 払込金額の合計 900,000円

新株予約権の行使価額 １株につき108円

新株予約権の行使期間 2025年３月17日から2029年３月16日

新株予約権の行使の条件 （注）

（注）新株予約権の行使の条件

１．譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。

２．本新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に1株に満たない端数がある場

合には、これを切り捨てるものとする。

３．その他の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者の間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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４. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 何 同 璽

合同会社インバウンドインベストメント 職務執行者

ＥＴモバイルジャパン株式会社 代表取締役

株式会社いるかラボ 代表取締役

北京逸行之旅信息科技有限公司 董事長

北京逸行国際旅行社有限公司 執行董事

瀛之行(上海)国際旅行社有限公司 執行董事

株式会社イントランスホテルズアンドリゾーツ 取締役

ホスピタリティインベストメント合同会社 職務執行者

ジャパンホテルインベストメント株式会社 取締役

株式会社日本遊 代表取締役

ジャパンホテルオペレーションズ株式会社 取締役

一般社団法人Keystone 代表理事

インバウンドクリエーション投資事業有限責任組合

(代表社員) ETモバイルジャパン 代表取締役

取 締 役 須 藤 茂

株式会社エスペシア 代表取締役

株式会社イントランスホテルズアンドリゾーツ 代表取締役

京都ホテルオペレーションズ合同会社 職務執行者

ジャパンホテルオペレーションズ株式会社 取締役

ジャパンホテルインベストメント株式会社 取締役

YUMIHA沖縄合同会社 職務執行者

取 締 役 日 比 野 健

取 締 役 仇 非

上海复医夭健医療服務産業股份有限公司 董事

正知資本 ＣＥＯ

惠生清潔能源科技集団股份有限公司 独立董事

上海錦江国際旅遊股份有限公司 独立董事

常 勤 監 査 役 平 田 邦 夫
ジャパンホテルインベストメント株式会社 監査役

AUTHENTIC JAPAN株式会社 社外取締役

監 査 役 上 床 竜 司

弁護士

あさひ法律事務所パートナー

安田不動産プライベートリート投資法人 監督役員

監 査 役 杉 田 定 大

(注)１．取締役日比野健氏及び仇非氏は、社外取締役であります。

２．監査役上床竜司氏及び杉田定大氏は、社外監査役であります。

３．監査役上床竜司氏につきましては、東京証券取引所に対し独立役員として届け出ております。

４．監査役平田邦夫氏につきましては、航空業界における豊富な知見及び経営者としての専門的知

見を有しております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

取締役である日比野健氏及び仇非氏並びに監査役である上床竜司氏、杉田定大

氏は当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該
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契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める額を責任の限度と

しております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、当社の取締役、監査役、管理職を被保険者として、会社法第430条の３

第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結しております。

被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金、争訟費用を当該保険により

填補することとしております。被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないよ

うにするための措置として、被保険者による犯罪行為等に起因する損害等につい

ては、填補の対象外としており、保険料は全額当社が負担しております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等の額

① 当事業年度に係る報酬等の総額

役員区分
報酬等の
総額

報酬等の種類別の総額 対象となる
役員の員数（人）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

20,550千円
(6,900千円)

20,550千円
(6,900千円)

－
（－）

－
（－）

4名
(2名)

監 査 役
（うち社外監査役）

10,440千円
(6,000千円)

10,440千円
(6,000千円)

－ －
3名
(2名)

(注)１．上記報酬等の額のうち、社外取締役２名及び社外監査役２名の報酬等の合計額は12,900千円

であります。

２．取締役の報酬限度額は、2008年６月19日開催の第10回定時株主総会において、金銭報酬の総

額として年500,000千円、ストックオプションの総額として年100,000千円以内と決議いただ

いております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は４名であります。

３．監査役の報酬限度額は、2006年６月22日開催の第８回定時株主総会において、金銭報酬の総

額として年200,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員

数は３名であります。

② 報酬等内容の決定に関する方針

当社は、以下のとおり取締役の報酬等の内容の決定に関する方針を定め、取締

役会において決議しており、取締役の個人別の報酬は、取締役会から一任された

代表取締役社長何同璽が他取締役の意見を参考に当社規程に基づき基本報酬の額

を決定しております。一任する理由は、当社の全部門を統括する立場から最も公

平・公正な評価・判断が可能なことによります。取締役会も当事業年度の当該方

針の運用による決定とその合理性について、これを承認しております。

(ⅰ) 基本方針

当社の取締役の報酬は、個々の取締役の報酬の決定に際して、各職責を踏まえ

た適正な水準とすることを基本方針とし、具体的には業務執行取締役及び社外取

締役の報酬は、固定報酬を基本報酬とする。

(ⅱ) 基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する

方針

― 14 ―

2026年05月22日 12時17分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



当社の取締役の基本報酬は、月毎の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応

じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準を考慮しながら、総合的に勘案し

て決定するものとする。各取締役の任期は１年であり、事業年度ごとに株主総会

の選任を受ける機関設計であるため、前事業年度の業績や経営環境を勘案した決

定、報酬の見直しが行われる。

(ⅲ) 非金銭報酬の内容及び額若しくは数又はその算定方法の決定に関する方針

原則として、業務執行取締役及び社外取締役の報酬は固定報酬のみが基本報酬

であるが、業績の拡大や中長期的な企業価値向上を目指すため、業績と経営環境

を考慮したうえで、非金銭報酬として株式報酬型ストックオプションを割り当て

ることがある。時期及び条件の決定については、業績や経営環境を考慮のうえ取

締役会の決議によるものとし、取締役個人別の割当株式数を決定する。

(ⅳ) 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

取締役の個人別の報酬額については、株主総会で承認を受けた報酬限度額の範

囲内において、当社規程に基づき一任された代表取締役が、他取締役の意見を参

考に各取締役の基本報酬の額を決定する。

(ⅴ) 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであ

ると取締役会が判断した理由

当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役が個人別の報酬額の

具体的内容を決定する権限であり、当該権限を委任した理由は、業務全般を把握

している代表取締役に委任することが合理的であると考えられるからであります。

代表取締役が個人別報酬の決定において考慮した事項が、決定方針に沿うもので

あったか取締役会が事後的に確認する等の措置を講じており、当該手続きを経て

取締役の個人別の報酬額が決定されていることから、その内容が決定方針に沿う

ものであると判断しております。

(5) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先である法人等と当社との関係

取締役仇非氏は、上海复医夭健医療服務産業股份有限公司、正知資本のＣＥ

Ｏ、惠生清潔能源科技集団股份有限公司及び上海錦江国際旅遊股份有限公司の

独立董事を兼職しておりますが、当社と兼職先との取引関係はありません。

監査役上床竜司氏は、あさひ法律事務所のパートナー弁護士、安田不動産プ

ライベートリート投資法人の監督役員を兼職しておりますが、当社と兼職先と

の取引関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

取締役日比野健氏は、当事業年度に開催された取締役会21回中19回に出席し、

主に旅行業界における豊富な知見及び経営者としての専門的見地から、当社の

経営に有用な指摘、意見を述べております。
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取締役仇非氏は、当事業年度に開催された取締役会21回中18回に出席し、主

に中国における豊富な知見及び経営者としての専門的見地から、当社の経営に

有用な指摘、意見を述べております。

監査役上床竜司氏は、当事業年度に開催された取締役会21回中20回に出席、

監査役会16回中16回に出席し、主に弁護士として法務実務における高い専門性

を有しており、コンプライアンスの観点から、当社の経営に有用な指摘、意見

を述べております。

監査役杉田定大氏は、当事業年度に開催された取締役会21回中20回に出席、

監査役会16回中15回に出席し、主に国内外の経済産業政策並びにベンチャー政

策における豊富な知見及び経験を有しており、当社の経営に有用な指摘、意見

を述べております。

５. 会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

三優監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

支 払 額

①当事業年度に係る報酬等の額 25,800千円

②当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,800千円

(注)１.上記①の額は、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務に係る報酬であります。
２.当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏

まえ、会計監査人の監査計画の内容や前事業年度における職務執行状況を勘案し、検討した
結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

３.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事
業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締

役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査

人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。
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６．会社の体制及び方針
(1) 業務の適正を確保するための体制の概要

1 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

① 当社及び当社子会社は、取締役会を定期的に開催し、取締役間の意思疎通

を図るとともに相互に業務執行を監督し、常勤監査役及び社外監査役により

取締役の職務執行の適法性を監査する。

② コンプライアンスに関する行動規範を定め、コンプライアンスに関する社

内意識を高めるとともに、法令及び定款、さらには社内規程等を遵守するよ

う当社及び当社子会社の役職員への周知徹底を図る。また、内部統制担当者

が各業務にわたり、法令遵守のシステムを維持する一方で、内部監査人が内

部統制システムの整備状況・運用状況の評価を図り全社的な内部統制を実現

する。

③ 内部統制関連法規の施行を受けて、内部統制システムの基本計画を策定し、

当社及び当社子会社の内部統制システムの更なる充実を図る。

2 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 当社及び当社子会社は、情報の保存及び管理に関する社内諸規程を整備し、

規程に基づく情報の保存及び管理を実施する。また、情報の性質に応じて、

保存及び管理の責任の所在を明確にし、保存部署・保存年限・保存形式を定

める。

② 保存及び管理された情報は、必要な関係者が閲覧できる体制を整備する。

3 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、リスク管理に対応する社内規程に基づきリスク管理委員会を設置し

ており、法令・社内規程及び企業倫理を遵守する意識を当社及び当社子会社に

浸透させるとともに、未然にリスクを防止し、リスクの発生時には被害の最小

化、被害拡大の防止、二次拡大の防止、復旧対策を行う。

4 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

① 取締役会規程、職務分掌規程並びに職務権限規程により、取締役の決裁権

限と責任を明確にし、取締役の迅速かつ効率的な職務の執行を実現する。子

会社においても、これに準拠した体制を構築する。

② 取締役会は、市況や環境の変化に対応した当社及び当社子会社のビジョン

と経営計画を決定し、取締役の職務執行の指針を示し、効率的な職務執行を

実現する。

③ 取締役会の意思決定の妥当性を高めるため、社外取締役を招聘する。

5 当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する事項
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「関係会社管理規程」を定め、各子会社は、自社の事業の経過、財産の状況

及びその他の重要な事項について、定期的に当社への報告を行うこととする。

6 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使

用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、使用

人を配置する。その場合の当該使用人の任命、異動、評価等人事権に係る事

項については監査役会の意見を尊重した上で行うものとし、その独立性及び

監査役の指示の実効性確保に努める。

② 監査役の職務を補助する使用人は、その職務を遂行するにあたっては、監

査役の指示にのみ従うものとする。

7 当社及び当社子会社の取締役及び使用人が当社監査役に報告をするための体制そ

の他の監査役への報告に関する体制

① 当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、当社監査役から業務執行につ

いて報告を求められた場合、又は当社及び当社子会社に著しく影響を及ぼす

重要事項、法令違反等の不正行為、重大な不当行為その他これに準ずる事実

並びにそのおそれのある事実を知った場合には、遅滞なく当社監査役に報告

することとする。

② 当社内部監査部門は、「内部監査規程」により、当社監査役に監査状況等を

定期的に報告することとする。

③ 当社は、上記の報告を行った当社及び当社子会社の取締役及び使用人に対

し、当該報告を行ったことを理由として、不利な取り扱いを行うことを禁止

する。

8 監査役の職務執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の

執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行につき、費用の前払い等を請求したときは、請求に

かかる費用又は債務が当社監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場

合を除き、これを拒むことはできない。

9 その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役は法令に従い社外監査役を含み、公正さと透明性を担保する。

② 監査役が、会計監査人及び内部監査人と相互に連携を図ることで、監査の

実効性を高める。

③ 監査役は代表取締役社長と定期的に会合をもち、相互に意見交換を行い、

効果的な監査業務を実施するための体制を構築する。

10 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社及び当社子会社は、暴力団を始めとする反社会的勢力と一切の関係をも
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たないことを企業倫理及び基本姿勢としている。さらに、暴力団の不透明化や

資金獲得活動の巧妙化を踏まえると、反社会的勢力との関係遮断のための取組

みをより一層推進すべく、社内の担当機関のみならず外部専門機関とも連携し、

代表取締役社長等経営陣のみならず組織全体として関係遮断の不断の努力をし

ている。

11 反社会的勢力排除に向けた整備状況

当社及び当社子会社は、反社会的勢力との関係遮断のため、行動指針を整備

する。また販売、仕入等各業務にわたり、反社会的勢力との関係を排除すべく、

取引の相手方が反社会的勢力との関係をもっていないかにつき自ら調査すると

ともに外部専門機関にも調査を依頼している。また、調査結果は代表取締役社

長に報告している。取引を始めるにあたり、事前調査をすることで、未然に反

社会的勢力との関係を排除することが可能となり、反社会的勢力からの被害を

防止している。さらに、社内各部に反社会的勢力との関係排除の基本姿勢を周

知徹底すべく、指導及び教育を時宜に応じて行っており、組織全体に反社会的

勢力排除の理念を浸透させている。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における取組みにつきましては、「取締役の職務の執行が法令及び

定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確保す

るための体制」が適切に運用されていることを確認しております。

７．株式会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基

本方針については、特に定めておりません。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨て、比率につきましては表示単位未

満の端数を四捨五入して、それぞれ表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金 及 び 契 約 資 産

販 売 用 不 動 産

そ の 他 の 棚 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具、 器 具 及 び 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

破 産 更 生 債 権 等

敷 金 及 び 保 証 金

長 期 預 け 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

開 業 費

1,773,172

1,504,881

81,652

123,470

1,173

62,234

△240

369,551

4,910

4,410

500

0

6,263

6,263

358,377

70,000

131,957

222,887

3,533

△70,000

4,385

4,385

流 動 負 債

買 掛 金

1年内返済予定の長期借入金

1年内償還予定の社債

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

契 約 負 債

預 り 金

賞 与 引 当 金

株 主 優 待 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

転換社債型新株予約権付社債

デ リ バ テ ィ ブ 債 務

481,172

3,419

1,020

260,000

236

60,995

9,051

10,900

5,112

64,560

6,333

37,105

22,437

1,427,293

1,309,320

117,973

負 債 合 計 1,908,465

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

為 替 換 算 調 整 勘 定

新 株 予 約 権

216,117

1,444,427

1,214,426

△2,440,259

△2,476

△14,807

△14,807

37,333

純 資 産 合 計 238,643

資 産 合 計 2,147,109 負債・純資産合計 2,147,109

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(2025年４月１日から)2026年３月31日まで

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 1,073,740

売 上 原 価 315,338

売 上 総 利 益 758,402

販売費及び一般管理費 1,175,525

営 業 損 失 417,123

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,206

受 取 補 償 金 1,594

為 替 差 益 1,799

そ の 他 720 5,321

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,932

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 1,745

社 債 発 行 費 12,460

開 業 費 償 却 3,508

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 41,143

そ の 他 9,556 87,346

経 常 損 失 499,148

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 499,148

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,213

当 期 純 損 失 501,362

親会社株主に帰属する当期純損失 501,362

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から)2026年３月31日まで
(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

当 期 首 残 高 1,444,427 1,214,426 △1,938,897 △2,476 717,480

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純損失 △501,362 △501,362

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － △501,362 － △501,362

当 期 末 残 高 1,444,427 1,214,426 △2,440,259 △2,476 216,117

その他の包括
利益累計額

新株予約権 純資産合計
為替換算調整

勘定

当 期 首 残 高 △12,655 30,904 735,729

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純損失 △501,362

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,151 6,428 4,276

当 期 変 動 額 合 計 △2,151 6,428 △497,085

当 期 末 残 高 △14,807 37,333 238,643

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

Ⅰ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。

連結子会社数 ７社

主要な連結子会社の名称

瀛創（上海）商務咨洵有限公司

株式会社イントランスホテルズアンドリゾーツ

YUMIHA沖縄合同会社

京都ホテルオペレーションズ合同会社

２．持分法の適用に関する事項 持分法を適用した関連会社の数 １社

主要な関連会社の名称

ジャパンホテルオペレーションズ株式会社

３．会計方針に関する事項

(1) 資産の評価基準及び評価

方法

① 棚卸資産

販売用不動産

個別法による原価法を採用しております。

(連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定しております。）

その他の棚卸資産

評価基準は原価法(連結貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価の切下げの方法により

算定しております。）

商品・貯蔵品については、最終仕入原価法を

採用しております。

② デリバティブ取引により生じる正味の債権及

び債務

時価法
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(2) 固定資産の減価償却の方

法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建

物附属設備は除く）及び2016年４月１日以後に

取得した建物附属設備については、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ８～15年

工具、器具及び備品 ４～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、償却年数は５年です。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のう

ち当連結会計年度負担額を計上しております。

株主優待引当金

株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、

翌連結会計年度において発生すると見込まれる額

を計上しております。
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(4) 重要な収益及び費用の計

上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収

益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認

識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① 不動産事業

・物件売却収入

自己勘定により不動産を取得し、リノベーション

等により資産価値を高めた後、投資用不動産として

販売する事業であり、顧客との不動産売買契約に基

づき当該物件の引き渡しを行う義務を負っていま

す。

当該履行義務は物件が引渡される一時点で充足さ

れるものであり、当該引渡時点において収益を認識

しております。

・不動産管理収入

不動産管理による管理収入については、プロパテ

ィマネジメントを受託している不動産物件におい

て、管理委託者とのプロパティマネジメント業務委

託契約書又は建物管理請負契約書に基づき当該物件

の管理を行う義務を負っています。

当該履行義務は物件管理サービスが提供される一

定の期間にわたり充足されるものであり、当該履行

義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しておりま

す。

② ホテル運営事業

・ホテルの宿泊、飲食収入

ホテルの宿泊及び飲食収入については、宿泊者に

対する宿泊及び飲食に関するサービス提供の履行義

務を負っています。

当該履行義務は、宿泊者へサービスが提供された

時点で充足されるものであり、その時点において収

益を認識しております。また、連泊時における宿泊

に関するサービスについては、宿泊日ごとに収益を

認識しております。
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・コンサルティング収入

ホテルのコンサルティングによるコンサルティン

グ収入については、業務委託者との業務委託契約書

又はコンサルティング契約書に基づき当該ホテルの

業容拡大、収益向上及び円滑な事業推進又は開業を

目的として指導助言等を行う義務を負っています。

当該履行義務は各ホテルの運営管理サービスが提

供される一定の期間にわたり充足されるものであ

り、当該履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認

識しております。

(5) その他連結計算書類の作

成のための基本となる重

要な事項

① 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、瀛創（上海）商務咨洵有限公

司の決算日は、12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計

算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

② 繰延資産の処理方法

開業費

開業後５年以内にわたり、定額法により償却して

おります。

社債発行費

支出時に全額費用として処理しております。

Ⅱ 表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」に独立掲記しておりました「支払手数

料」は、重要性が乏しくなったため当連結会計年度より「その他」に含めておりま

す。

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記

１．会計上の見積りを示す項目及び見積りの内容

販売用不動産の評価

２．当連結会計年度に計上した金額

科目名 金額（千円）

販売用不動産 123,470
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３．その他見積りの内容に関する理解に資する情報

販売用不動産については、正味売却価額が取得原価よりも下落した場合には、

正味売却価額を連結貸借対照表価額としております。正味売却価額は、販売見込

額から販売経費等見込額を控除した額であります。

正味売却価額の算定に用いた主要な仮定は販売見込額であり、過去の販売実績、

市場動向等を踏まえて策定した物件ごとの投資計画等に基づき算出しております。

正味売却価額における販売見込額は、経済環境の悪化に伴う販売価格の低下等

の見積りの前提とした条件が変化した場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類

に重要な影響を与える可能性があります。

Ⅳ 連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 29,013千円

２．長期預け金 222,887千円

自社株価予約取引の申込金として差し入れているものであります。

Ⅴ 連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 46,552,784株

当連結会計年度末の自己株式の種類及び総数

自己株式 60,400株

２．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額等

該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

普通株式 46,843,290株

Ⅵ 金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは主に不動産事業を行うための事業計画に照らして、銀行借入・
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社債・転換社債型新株予約権付社債により必要な資金を調達しております。また、

不動産事業資金については、金融機関等と交渉し、資金調達を行っております。

一時的な余資については、安全性の高い金融資産（預金等）で運用しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

借入金は運転資金、社債・転換社債型新株予約権付社債は運転資金及び事業資

金として調達したものであり、資金調達に係る流動性リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、当社普通株式に係る時価と先渡価格の差額に基づく取引

（自社株価予約取引）であり、市場価格の変動リスクに晒されています。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業債権は与信管理規程に従い、管理部により、主要取引

先の状況をモニタリングすることで、回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

金利変動リスクを回避するため、固定金利を前提に調達を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)

の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画表を

作成・更新することなどにより流動性リスクの管理を行っております。

④ デリバティブ取引に係る市場価格の変動リスクの管理

デリバティブ取引は、当社普通株式に係る時価と先渡価格の差額に基づく取

引であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に当社の株価

や市場動向を勘案して取引を見直しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が

変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

敷金及び保証金 131,957 91,955 △40,001

長期預け金 222,887 221,264 △1,622

資産計 354,844 313,219 △41,624

転換社債型新株予約権付社債 1,309,320 1,314,601 5,281

負債計 1,309,320 1,314,601 5,281

デリバティブ取引(※３) (117,973) (117,973) ―

デリバティブ取引計 (117,973) (117,973) ―

(※１） 「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「長期借入金」、「１年内償還予定の社債」「未払

金」、「未払法人税等」、「未払消費税等」及び「預り金」については、現金であること、及び短期間で

決済又は償還されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

なお、1年内償還予定の社債については、2026年4月14日に全額期限前償還しております。

(※２）「破産更生債権等」については、貸倒引当金控除後の計上額に重要性が乏しいため、記載を

省略しております。

(※３）デリバティブ取引によって生じた正味の債権債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については、（ ）で示しております。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場に

おいて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に

関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイ

ンプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した

時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した

時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。

― 29 ―

2026年05月22日 12時17分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ取引 ― 117,973 ― 117,973

負債計 ― 117,973 ― 117,973

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

デリバティブ取引

自社株価予約取引の時価は当社普通株式に係る時価と先渡価格の差額に基づき算定しており、

レベル２の時価に分類しております。

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 ― 91,955 ― 91,955

長期預け金 ― 221,264 ― 221,264

資産計 ― 313,219 ― 313,219

転換社債型新株予約権付

社債
― 1,314,601 ― 1,314,601

負債計 ― 1,314,601 ― 1,314,601

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価は、関係する将来キャッシュ・フローを返還予定時期に基づき、国債

利回りで割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期預け金

長期預け金の時価は、関係する将来キャッシュ・フローを契約期間に基づき、国債利回りで

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

転換社債型新株予約権付社債

転換社債型新株予約権付社債の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の転換社債型新株予

約権付社債の発行を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、

レベル2の時価に分類しております。
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Ⅶ 収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）
（単位：千円）

売上高

不動産事業 378,773

ホテル運営事業 694,732

その他事業 234

顧客との契約から生じる収益 1,073,740

その他の収益 －

外部顧客への売上高 1,073,740

２．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 90,204

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 80,602

契約資産（期首残高） 10,083

契約資産（期末残高） 1,050

契約負債（期首残高） 2,992

契約負債（期末残高） 5,112

契約資産は、顧客とのホテル開業に関するアドバイザリー契約に基づいて、一定
期間にわたり認識した収益に係る未請求売掛金であり、ホテルの開業時において顧
客との契約から生じた債権に振り替えられます。

契約負債は主に、不動産事業における不動産の管理受託フィー、ホテル運営事業
におけるホテル運営のアドバイザリー報酬、ホテルの宿泊代金等の前受金であり、
収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債残高に含まれてい
た金額は2,992千円であります。
(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引
はありません。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれてい
ない重要な金額はありません。

Ⅷ １株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 4円33銭

２．１株当たり当期純損失 10円78銭
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Ⅸ 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

契 約 資 産

販 売 用 不 動 産

前 渡 金

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 付 属 設 備

工 具、 器 具 及 び 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

その他の関係会社有価証券

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

長 期 預 け 金

貸 倒 引 当 金

1,572,021

1,375,571

15,408

1,050

123,470

3,346

11,220

41,954

502,772

0

0

0

0

0

0

0

502,772

3,600

118,267

30

0

170,000

70,000

0

129,841

222,887

△211,854

流 動 負 債 418,556

１年内返済予定の長期借入金 1,020

1年内償還予定の社債 260,000

リ ー ス 債 務 236

未 払 金 23,728

未 払 費 用 7,763

未 払 法 人 税 等 7,929

契 約 負 債 2,376

預 り 金 61,515

賞 与 引 当 金 6,333

株 主 優 待 引 当 金 37,105

関係会社事業損失引当金 3,351

そ の 他 7,196

固 定 負 債 1,427,293

転換社債型新株予約権付社債 1,309,320

デ リ バ テ ィ ブ 債 務 117,973

負 債 合 計 1,845,850

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

新 株 予 約 権

191,610

1,444,427

1,214,426

1,214,426

△2,464,766

△2,464,766

△2,464,766

△2,476

37,333

純 資 産 合 計 228,943

資 産 合 計 2,074,794 負債・純資産合計 2,074,794

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(2025年４月１日から)2026年３月31日まで
(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 387,567

売 上 原 価 307,372

売 上 総 利 益 80,194

販売費及び一般管理費 441,309

営 業 損 失 361,115

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,949

業 務 受 託 料 5,250

そ の 他 437 8,637

営 業 外 費 用

支 払 利 息 86

社 債 利 息 18,846

社 債 発 行 費 12,460

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 41,143

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 49,254

関 係 会 社 支 援 損 16,022

関係会社事業損失引当金繰入額 3,351

そ の 他 9,554 150,718

経 常 損 失 503,196

税 引 前 当 期 純 損 失 503,196

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,051

当 期 純 損 失 504,248

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から)2026年３月31日まで
(単位：千円)

株主資本

新株
予約権

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金

その他利益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,444,427 1,214,426 △1,960,518 △2,476 695,858 30,904 726,763

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △504,248 △504,248 △504,248

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,428 6,428

当期変動額合計 - - △504,248 - △504,248 6,428 △497,819

当 期 末 残 高 1,444,427 1,214,426 △2,464,766 △2,476 191,610 37,333 228,943

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び

評価方法

① 関係会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

② その他の関係会社有価証券

移動平均法による原価法を採用しております。

なお、匿名組合出資金の会計処理については、匿

名組合出資を行うに際して、匿名組合の財産の持

分相当額を「その他の関係会社有価証券」に計上

しております。

匿名組合への出資時に「その他の関係会社有価証

券」を計上し、匿名組合が獲得した純損益の持分

相当額については、「売上高」又は「売上原価」

に計上するとともに、同額を「その他の関係会社

有価証券」に加減し、営業者からの出資金の払い

戻しについては、「その他の関係会社有価証券」

を減額させております。

(2) デリバティブ取引により

生じる正味の債権及び債

務の評価基準及び評価方

法

時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び

評価方法

販売用不動産

個別法による原価法を採用しております。

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)
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２．固定資産の減価償却の方法 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属

設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物附属設備 10～15年

工具、器具及び備品 ４～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、償却年数は５年です。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

３．引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のう

ち当事業年度負担額を計上しております。

株主優待引当金

株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、

翌事業年度において発生すると見込まれる額を計

上しております。

関係会社事業損失引当金

関係会社の事業の損失に備えるため、当該会社の

財政状態を勘案して、損失見込額を計上しており

ます。
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４．重要な収益及び費用の計上

基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要

な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時

点）は以下のとおりであります。

① 不動産事業

・物件売却収入

自己勘定により不動産を取得し、リノベーション

等により資産価値を高めた後、投資用不動産として

販売する事業であり、顧客との不動産売買契約に基

づき当該物件の引き渡しを行う義務を負っていま

す。

当該履行義務は物件が引渡される一時点で充足さ

れるものであり、当該引渡時点において収益を認識

しております。

・不動産管理収入

不動産管理による管理収入については、プロパテ

ィマネジメントを受託している不動産物件におい

て、管理委託者とのプロパティマネジメント業務委

託契約書又は建物管理請負契約書に基づき当該物件

の管理を行う義務を負っています。

当該履行義務は物件管理サービスが提供される一

定の期間にわたり充足されるものであり、当該履行

義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しておりま

す。

② ホテル運営事業

・コンサルティング収入

ホテルのコンサルティングによるコンサルティン

グ収入については、業務委託者との業務委託契約書

又はコンサルティング契約書に基づき当該ホテルの

業容拡大、収益向上及び円滑な事業推進又は開業を

目的として指導助言等を行う義務を負っています。

当該履行義務は各ホテルの運営管理サービスが提

供される一定の期間にわたり充足されるものであ

り、当該履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認

識しております。

５．その他計算書類の作成のた

めの基本となる重要な事項

繰延資産の処理方法

社債発行費

支出時に全額費用として処理しております。
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Ⅱ 表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前事業年度において、「営業外費用」に独立掲記しておりました「支払手数料」

は、重要性が乏しくなったため当事業年度より「その他」に含めております。

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記

１．会計上の見積りを示す項目及び見積りの内容

販売用不動産の評価

２．当事業年度に計上した金額

科目名 金額（千円）

販売用不動産 123,470

３．その他見積りの内容に関する理解に資する情報

連結計算書類「連結注記表 Ⅱ会計上の見積りに関する注記」に記載した内容と

同一であります。

Ⅳ 貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 22,475千円

２．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額

は、次のとおりであります。

関係会社に対する短期金銭債権 7千円

関係会社に対する短期金銭債務 2,164千円

３．長期預け金 222,887千円

自社株価予約取引の申込金として差し入れているものであります。

Ⅴ 損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引高の総額

営業取引による取引高の総額 7,361千円

営業取引以外の取引による取引高の総額 7,259千円

Ⅵ 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 60,400株
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Ⅶ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金でありますが、全額評価性引当額を

計上しており、繰延税金資産の計上額はありません。

Ⅷ 関連当事者との取引に関する注記

１.法人主要株主等
(単位：千円)

属性 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)
割 合 （％）

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

主要株主

（法人)
ディライトワークス
株 式 会 社

被所有
直接 14.3

社債の発行

社債の発行
(注)

260,000
1年内償還予
定の社債

260,000

利息の支払 6,966 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注)社債の発行条件については、当社の資金調達金利等を勘案して合理的に決定しております。

２.役員及び個人主要株主等
(単位：千円)

属性 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)
割 合 （％）

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役 員 何 同 璽 ― 債務被保証

当社が発行
した社債に
対する債務
被保証
(注)１

260,000 － －

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等

合 同 会 社
インバウンド
インベストメント
(注)２、３

― 債務被保証

当社が発行
した社債に
対する債務
被保証
(注)１

260,000 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注)１.当社は、社債に対して債務保証を受けており、取引金額は期末社債未償還残高を記載して

おります。なお、保証料の支払は行っておりません。
２.合同会社インバウンドインベストメントは、当社代表取締役社長何同璽氏が実質的に支配

するＥＴモバイルジャパン株式会社が代表社員であり、何氏が実質的に支配しておりま
す。

３.議決権比率の推移については、事業報告「１．企業集団の現況に関する事項 (7)①親会社
等の状況 (ⅰ)親会社等との関係」に詳細を記載しております。
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３.子会社
(単位：千円)

属性 子会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)
割 合 （％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(注)５

科目 期末残高

子会社
瀛創（上海）商務咨洵

有 限 公 司
所有

直接 100.0
資金の援助

資金の貸付
(注)１

－
関係会社
長期貸付金
(注)２

50,000

増資引受
(注)２

16,022 － －

子会社
ホスピタリティ
インベストメント
合 同 会 社

所有
直接 100.0

資金の援助

資金の貸付
(注)１

－
関係会社
長期貸付金
(注)３

10,000

利息の受取
(注)１

199 － －

子会社

株 式 会 社
イントランス
ホテルズアンド
リ ゾ ー ツ

所有
直接 100.0

資金の援助

資金の貸付
(注)１

30,000
関係会社
長期貸付金
(注)４

110,000

利息の受取
(注)１

1,798 － －

子会社
ＹＵＭＩＨＡ沖縄
合 同 会 社

所有
間接 100.0

匿名組合

出資
匿名組合
分配損

27,306 － －

子会社
京 都 ホ テ ル
オペレーションズ
合 同 会 社

所有
間接 100.0

匿名組合

出資
匿名組合
分配益

6,328 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注)１.資金の貸付利率については、当社の資金調達金利を勘案して合理的に決定しております。

２.瀛創（上海）商務咨洵有限公司に対する関係会社長期貸付金については、50,000千円の貸
倒引当金を計上しております。なお、当事業年度において貸倒引当金繰入額7,100千円を
計上し、増資引受額16,022千円を関係会社支援損に計上しております。また、当該子会社
の債務超過相当額に対し3,351千円の関係会社事業損失引当金を計上しております。

３.ホスピタリティインベストメント合同会社に対する関係会社長期貸付金については、
7,933千円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度において貸倒引当金繰入
額233千円を計上しております。

４.株式会社イントランスホテルズアンドリゾーツに対する関係会社長期貸付金110,000千円
については、当事業年度において貸倒引当金83,921千円を計上しております。また、当事
業年度において貸倒引当金繰入額41,921千円を計上しております。

５.取引金額には消費税等は含めておりません。

Ⅸ １株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 4円12銭

２．１株当たり当期純損失 10円85銭

Ⅹ 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2026年５月19日

株式会社イントランス

取締役会 御中

三優監査法人

東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 齋 藤 浩 史

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 森 田 聡

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社イントランスの2025

年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監
査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、株式会社イントランス及び連結子会社からなる企業集
団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査におけ
る監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従っ
て、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その

他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、そ
の他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
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当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれ
ておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通
読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で
得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判
断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書
類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に

不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監
査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連
結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性
があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査
の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を
実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚
偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監
査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続
を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

― 43 ―

2026年05月22日 12時17分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行
われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算
書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性
がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結
計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に
関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施
する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監
査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び
監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫
理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考
えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因
を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規

定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2026年５月19日

株式会社イントランス

取締役会 御中

三優監査法人
東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 齋 藤 浩 史

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 森 田 聡

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社イントランス

の2025年４月１日から2026年３月31日までの第28期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従っ
て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たして
いる。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その

他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、そ
の他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
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当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれて
おらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読

の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た
知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判

断した場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不

正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査
報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書
類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性がある
と判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を
実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚

偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は
監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続
を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行
われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう
な事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書
類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の
注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算
書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監

査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び
監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫
理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考
えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因
を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第28期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法

で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしまし

た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通

及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし

た。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企

業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則

第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の

内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に

ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期

的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明しました。
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③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企

業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて

説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及

びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月20日

株式会社イントランス 監査役会

常 勤 監 査 役 平 田 邦 夫 ㊞

監 査 役(社外監査役） 上 床 竜 司 ㊞

監 査 役(社外監査役) 杉 田 定 大 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件

１．提案の理由

今後の事業内容の多角化に対応するため、現行定款第２条（目的）を追加、

及び資金調達手段の選択肢を広げ、かつ機動的な資本政策が行えるよう、現

行定款第５条（発行可能株式総数）に定める当社の発行可能株式総数を１億

１千520万株から１億８千万株に増加させるものであります。あわせて、条文

の新設に伴う条数の変更並びに字句の修正その他所要の整備を行うものであ

ります。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。
（下線は変更箇所を示します。）

現行定款 変更案
第２条（目的）
当会社は、次の事業を営むことを目的
とする。

第２条（目的）
（現行どおり）

１．～３．（条文省略） １．～３．（現行どおり）

（新 設） ４．土木建築の請負、設計、監理及びコ
ンサルティング

（新 設） ５．内装工事及びリフォーム工事請負

（新 設） ６．クリーニング業及びその商品の配送

（新 設） ７．再生可能エネルギー資源を利用した
発電所の開発、発電、蓄電及び売電

（新 設） ８．データサイエンス及びＡＩ技術を利
用したサービス提供並びに関連する
業務

（新 設） ９．データセンターの運営及び管理

（新 設） 10．有価証券及びデリバティブ取引への
投資

４．有価証券投資、株式投資、不動産投

資など資金運用に関するコンサルタ

ント

11．有価証券投資、株式投資、不動産投

資など資金運用に関するコンサルタ

ント

５．旅館業法に定める旅館業 12．旅館業法に定める旅館業

６．旅行業 13．旅行業

７．旅行業者代理業 14．旅行業者代理業

８．旅行サービス手配業 15．旅行サービス手配業

９．飲食店の経営 16．飲食店の経営
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現行定款 変更案

10．コンピューターシステムの企画、設
計、開発、製作、保守、技術提供お
よび技術指導に関する業務ならびに
代理業務

17．コンピューターシステムの企画、設
計、開発、製作、保守、技術提供及
び技術指導に関する業務並びに代理
業務

11．各種情報サービス業務 18．各種情報サービス業務

12．マーケティング全般の企画 19．マーケティング全般の企画

13．各種イベントの企画、制作、運営 20．各種イベントの企画、制作、運営

14．人材育成の為の教育事業ならびにカ
ウンセリング業務

21．人材育成の為の教育事業並びにカウ
ンセリング業務

15．投資事業組合財産の運用および管理 22．投資事業組合財産の運用及び管理

16．損害保険、生命保険の募集に関する
代理業務

23．損害保険、生命保険の募集に関する
代理業務

17．貸金業業務 24．貸金業業務

18．金融商品取引法に基づく第二種金融
商品取引業

25．金融商品取引法に基づく第二種金融
商品取引業

19．金融商品取引法に基づく投資助言
業・代理業

26．金融商品取引法に基づく投資助言
業・代理業

20．前各号に附帯する一切の事業 27．前各号に附帯する一切の事業

第３条～第４条（条文省略） 第３条～第４条（現行どおり）

第５条（発行可能株式総数）
当 会 社 の 発 行 可 能 株 式 総 数 は、
115,200,000株とする。

第５条（発行可能株式総数）
当 会 社 の 発 行 可 能 株 式 総 数 は、
180,000,000株とする。
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第２号議案 取締役４名選任の件

本総会終結の時をもって取締役４名全員が任期満了となります。つきましては、取

締役４名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有株式数
（株）

１

何
か ど う じ

同璽

(1970年10月２日生)

再任

2003年４月 株式会社オリエンタル･ソリューション取締役

－

2004年９月 ＥＴモバイルジャパン株式会社代表取締役(現任)

2008年９月 北京逸行国際旅行社有限公司執行董事(現任)

2012年３月 北京逸行之旅信息科技有限公司董事長(現任)

2016年９月 瀛之行(上海)国際旅行社有限公司執行董事（現任)

2018年２月 株式会社いるかラボ代表取締役(現任)

2018年９月 合同会社インバウンドインベストメント職務執行者(現任)

2019年６月 当社取締役

2019年10月 株式会社イントランスホテルズアンドリゾーツ取締役(現任)

2020年５月 ホスピタリティインベストメント合同会社 職務執行者(現任)

2020年９月 ジャパンホテルインベストメント株式会社取締役（現任）

2021年３月 株式会社日本遊 代表取締役（現任）

2022年９月 ジャパンホテルオペレーションズ株式会社 取締役（現任）

2023年６月 当社代表取締役（現任）

2023年６月 一般社団法人Keystone 代表理事（現任）

2025年12月 インバウンドクリエーション投資事業有限責任組合

(代表社員) ETモバイルジャパン代表取締役（現任）

２

須
すどう しげる

藤 茂

(1977年９月２日生)

再任

1998年７月 SONEA Co.,Ltd.（Philippine）設立

－

2003年４月 B.T.C INC（Singapore）設立

2008年10月 株式会社エスペシア代表取締役（現任）

2017年４月 株式会社ユニマットプレシャス 常務取締役

2019年10月 株式会社イントランスホテルズアンドリゾーツ代表取締役(現任)

2022年７月 京都ホテルオペレーションズ合同会社 職務執行者(現任)

2022年９月 ジャパンホテルオペレーションズ株式会社 取締役（現任）

2023年１月 ジャパンホテルインベストメント株式会社 取締役（現任）

2023年２月 YUMIHA沖縄合同会社 職務執行者（現任）

2023年６月 当社取締役（現任）

３

仇
きゅう ひい

非

(1967年８月２日生)

再任 社外

2003年３月 博世(中国)有限公司マーケティングマネージャー

－

2004年９月 福特汽車（中国）有限公司 大中華区マ
ーケティング総監

2007年７月 行暢文化伝播有限公司 ＣＥＯ

2009年７月 新華都実業集団(上海)投資有限公司総裁

2015年４月 上海复医夭健医療服務産業股份有限公司
董事（現任）

2016年６月 飛拓无限信息技術(北京)股份有限公司董事

2017年10月 浙江快准車服網絡科技有限公司董事

2018年４月 正知資本ＣＥＯ（現任）

2020年６月 当社取締役（現任）

2024年６月 惠生清潔能源科技集団股份有限公司 独立董事(現任)

2025年７月 上海錦江国際旅遊股份有限公司 独立董事(現任)
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有株式数
（株）

４

小佐
お さ の

野 匠
しょう

(1981年６月16日生)

新任 社外

2006年４月 株式会社レコフ

11,000
2010年10月 同社カバレッジグループヴァイスプレジデント

2013年８月 国際興業株式会社 経営企画部担当部長

2019年11月 かいじキャピタル株式会社設立 代表取締役（現任）

2023年６月 かいじ人材株式会社設立 代表取締役（現任）

(注)１.何同璽氏は、第28期の期初に当社のその他の関係会社でありました合同会社インバウンドイン

ベストメント及びＥＴモバイルジャパン株式会社のそれぞれ代表者であり、現在合同会社イン

バウンドインベストメント及びＥＴモバイルジャパン株式会社は、その他の関係会社からも外

れております。

２.各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３.仇非氏及び小佐野匠氏は、社外取締役候補者であります。

４.社外取締役候補者とした選任理由及び期待される役割並びに独立性について

①仇非氏は、中国での経営者としての高度な知見と豊富な経験があり、客観的な見地から意見･提

言をいただくことで、当社の経営に対し適切な監督を行っていただけるものと判断し選任して

おります。

小佐野匠氏は、M&A専門家として長年にわたって培われた豊富な知見、人脈、経験を有し、ま

た、自ら創業経営者として複数の会社を現在に至るまで経営しています。それらに基づく客観

的な見地から意見･提言をいただくことで、当社の経営に対し適切な監督を行っていただけるも

のと判断し選任しております。

②仇非氏及び小佐野匠氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではなく、また過

去10年間に当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員であったこともありません。

③仇非氏及び小佐野匠氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受け

る予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。

④仇非氏及び小佐野匠氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三

親等以内の親族その他これに準ずる者ではありません。

５.仇非氏の社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって６年となります。

６.当社は現在、仇非氏との間で会社法第427条第１項に基づき同法第423条第１項の責任について、

その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定

める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担するものとする旨の責任限定契約を締結

しております。同氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間の責任限定契約を継続する予

定であります。また、小佐野匠氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、同様の責任

限定契約を締結する予定であります。

７.当社は、保険会社との間で、当社取締役全員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規

定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結しております。当該契約の内容は、事業

報告「４．会社役員に関する事項（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要」に記載のとおり

であります。なお、各候補者が当社取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、

任期途中に当該保険契約を更新する予定であります。

以 上
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渋谷
スクランブル
スクエア

TSUTAYA

SHIBUYA
109

ハチ公像

セブンイレブン
渋谷

サクラステージ

西口
バスターミナル

西口
バスターミナル

渋谷
マークシティ

渋谷
マークシティ

三菱 UFJ 銀行

渋谷フクラス

サピックス
小学部渋谷校

セルリアンタワー

勝牛

南平台

国道２４６

道玄坂

渋谷駅

道玄坂上
交番前

SHIBUYAＳＯＬＡＳＴＡ

ＣＯＮＦＥＲＥＮＣＥ
渋谷ソラスタ コンファレンス

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場： 東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号 渋谷ソラスタ４階

渋谷ソラスタコンファレンス

TEL 03－5784－2604（代表）

交通 ＪＲ、東京メトロ、東急各線「渋谷」駅西口より徒歩６分

※渋谷マークシティ「道玄坂上方面出口」より徒歩２分

京王井の頭線「神泉」駅より徒歩４分

◎ 駐車場のご用意がございませんので、お車でのご来場はご遠

慮くださいますようお願い申し上げます。
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